

































Construction intentionality attended to Land Utilization in Urban Area
―Case of Taito − ward of northern area of Tokyo―
Yokohama National University, Graduate School of Environment and Information Sciences, Doctoral Program
Hironori Fukui
Abstract
　Second	Abe	 administration	 puts	 it	 in	 state	
which	 likes	Construction	 industry	preferential	
nation	 Japan,	 and	 after	 "3.11",	 raises,	 "National	
land	 toughening",	 and,	 it's	 increased	 in	 public	
construction	 and	 private	 construction	 along	
with	the	spread	of	a	resilient	city	 thought.	Since	
putting	 it	 in	 the	urban	 area,	 new	construction	
demand	 is	 changing	highly,	 and	construction	of	
renting	collective	housing	as	well	as	 large	scale	
repair	of	collective	housing	catch	attention.






to	 an	urban	 area	was	pointed	 out,	 and	 I	 could	
think	 such	demand	 to	 have	 trusted,	 but	 after	
equipping	 the	 site	 area	with	 a	 fixed	 important	
matter	actually,	 that	a	tax	saving	measures	such	
as	 landowner's	 inheritance	tax	and	a	 factor	such	
as	business	 and	 asset	 succession	 of	 a	 small-to-
medium-sized	company	executive	（including	 the	
setting	 fallen	 industry）	have	an	 influence	on	the	
construction	 intentionality	of	 the	 target	audience	
became	clear.
Keyword: Population concentration, Tax saving 
measures, Business succession, Decline 
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第 1 章 土地所有と土地活用 
1．1 土地所有の概念 
1．1．（1） 私有財産制度にもとづく土地所有（ロールズ理論） 
図は-1 建設工事受注高の推移（出典：国土交通省 2018） 
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都市部における土地活用に付随した建築志向性に関する研究
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　2015 年 1 月から実施されている相続税の主な改正点
は①遺産に係る基礎控除の引下げと②税率構造の改正で
ある。基礎控除はこれまでの（5000 万円＋ 1000 万円×
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ないとして、L 社にアパートを貸す全国の所有者 45 人
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②事例 B，約 300㎡（事務所、住居➡医療モール、事務所、住居）：第三次緊急輸送道路，2017 年新築
低層かつ老朽化した 1 階部分の天井高がある事務所（会社）と住居があった。緊急輸送道路 16 に面している。こ
の会社の HP を確認すると、今回の土地活用に合わせる形で事業の一部を譲渡している。現在、RC 造：5 階建て
医療モール、事務所、所有者住居の複合型ビルとなった。本事例は、「建物更新」、「事業承継」に該当する。






④事例 D，約 400㎡（駐車場、事務所、住居➡賃貸集合住宅）：第一次緊急輸送道路，2006 年新築
大半が駐車場で一部会社であった。駐車場起点の土地活用である。従来、所有者が事業を営んでいたが、相続が
発生しており、事業承継の意図がうかがわれる。相続人の 1 人がこちらを住居としており、現在、RC 造：8 階建
ての賃貸集合住宅となっている。本事例は、「建物更新」、「事業承継」に該当する。C と D の事例は、いずれも
駐車場経営から転向した事例であるが、事業として「手元残り」が少なく、建築志向性を高める要素となってい
る 17。事例 D と同様に第一次緊急輸送道路に面しており、事業承継の意思がない、承継者不存在の場合、土地を
等価交換した上で当該地の高層マンションに区分所有を取得するケースも散見された（前述した土地活用類型B）。
（台東区資料を参考 作成）
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区分 敷地面積・立地 節税対策 事業・資産承継 建築物の老朽化 助成制度
影響度 ○ ◎ ◯ ○ △
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Journal for Regional Policy Studies− 35 −
注
1	 「レジリエント・シティ」は、地域を取り巻く様々な変化（自然環境・社会環境の変化、技術の進化等）を先読みし対応しながら、
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へ変化したといえるが、この場合、建物を固定資産税評価額で評価する（建築費の 50 ～ 60％程度）こととなり（6000 万円とする）、






















13	 人口は増加傾向であるが、児童・生徒数は減少傾向で、区立の小中学校の統合が進み、現在も 8 つの小中学校跡地が生じており、
まちづくり・区民福祉向上・財政健全化推進などの観点から、学校跡地の活用が課題となっている。
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・	五十嵐敬喜［2014］大震災復興特集 / 特別論考：価値転換「被災地ではなぜ住宅建設がおくれるのか」，『農村計画学会誌』,	第 32 巻
4 号,	pp479-481。





















・	『朝日新聞』朝刊［2017 年 9 月 8 日（a）、同 9 月 21 日（b）］。
・	『日本経済新聞』朝刊［2014 年 6 月 30 日］。
・	『週刊朝日』［2017 年 9 月 29 日］。
【地図，官公庁発行冊子・資料など】
・	国土交通省	総合政策局［2018］「建設工事受注動態統計調査報告：平成 30 年 7 月 10 日公表」。
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